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 質　問　事　項 
 

№　１　

　異常気候から市民の命を守る暑熱対策について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

　近年の酷暑は「災害」の域に達しており、従来の延長線上ではない対策の

充実が求められている。 

　市民の生命と安全を確保するという共通の目的の下、官民連携による都市

の冷却戦略及びレジリエンス（強靭性）向上を目指す施策について、市の見

解を伺う。 

 

（１）　涼感都市戦略「クール・オアシス・ネットワーク」の構築について 

　　　　現在官民で実施している対策の相乗効果を最大化し、都市全体で

「涼」を共有する包括的な視点が必要であると考える。 

　　　　気候変動に対応した新たな都市モデルとして、グリーンインフラに

よる緑陰形成の推進、既存施策の統合及びマイボトル用給水スポット

の全域展開を包含した戦略を策定すべきと考える。 

　　　　効果検証に基づく「涼しさのネットワーク」の可視化・発信を含

め、戦略的な「涼感都市」への転換について市の見解と展望を伺う。 

 

（２）　非課税世帯等へのエアコン購入・設置費助成について 

　　　　酷暑下における「屋内の安全」確保は、命を守るための最低限のイ

ンフラ整備である。 

　　　　経済的理由から設置や使用をちゅうちょされる世帯に対し、購入・

設置費助成の創設、あるいは既存制度の柔軟な拡充を提案する。命を

守る「防災」と「福祉」の喫緊の課題として、熱中症リスクに対する

現状認識、制度実現へのハードルと今後の見通しを伺う。
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 質　問　事　項 
 

№　２－１　

　誰もが自分らしく、尊厳を持って生きられる「多様性尊重」

社会の実現について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

　機構改革により多様性推進体制が再編される中、これを全庁的な連携強化

の機会と捉え、施策を更に充実させることを期待している。 

　ジェンダー平等と個人の尊厳を守る視点から、市民の暮らしに根ざした実

効性ある具体的なサポートの在り方を伺う。 

 

（１）　「家庭から始める性教育」の推進とリプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツの啓発について 

　　　　「自分の体は自分だけのもの」という感覚を幼少期から家庭で育む

ことは、将来の性トラブル防止と自尊心の向上に直結すると考える。 

　　　　リプロダクティブ・ヘルス／ライツを「心と体の自己決定権」と分

かりやすく定義し、３歳児健診等での啓発配付物や保護者向けワーク

ショップなど、家庭での対話を市がバックアップする施策を提案す

る。 

　　　　専門的概念を市民に分かりやすく伝え、家庭での育みを支えるため

の課題と今後の普及展望を伺う。 
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 質　問　事　項 
 

№　２－２　

　誰もが自分らしく、尊厳を持って生きられる「多様性尊重」

社会の実現について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（２）　救命の現場における「心理的障壁」の撤廃と、既存備品の有効活用

について 

　　　　救命現場における女性へのＡＥＤ装着率の低さに着目し、救助者が

抱く「衣服を脱がせることへの心理的抵抗感」などの障壁を下げる工

夫が重要であると考える。 

　　　　本市のＡＥＤに備えられている圧縮ブランケット等を「プライバ

シー保護と心理的負担軽減のツール」として再定義し、他市の活用事

例も参考に、市民が安心して救助に当たれる具体的な運用・啓発の充

実を提案する。 

　　　　本市の認識と、今後の環境づくりへの展望を伺う。 

 

（３）　男性専用相談窓口の創設について 

　　　　社会的な性別役割分担意識（ジェンダーバイアス）に悩み、生きづ

らさを抱える男性への支援は、社会全体の多様性を深める一歩である

と考える。 

　　　　他自治体の成功事例や相談ニーズの高まりを参考に、男性特有の困

難に寄り添う「男性専用の相談窓口」を新たに創設することを提案す

る。 

　　　　戦略的な周知を含め、誰もが尊厳を持って救いを求められる社会に

向けた、本市の受け止めと創設への課題を伺う。
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 質　問　事　項 
 

№　３－１　

　実情に即した障がい児保育の運用と、制度の最適化について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

　障がい児は「子ども 7 人に 1 人」存在すると言われる中、障がいを抱える

子どもたちが自分らしく園生活を送れる環境整備は急務である。 

　現状、本市のサポート保育制度は、特定の園でしかサポートを受けられな

い運用となっており、図らずも当事者の選択肢を狭めている。 

　また、固定された「枠」により制度が硬直化してしまい、実情との乖離を

生み、定員管理の非効率を生んでいる側面がある。柔軟な運用と制度の最適

化に向けた見解を伺う。 

 

（１）　希望する認可保育園での「園選択と支援の両立」に向けた運用改善

について 

　　　　現状、障がい児とその保護者は、あらかじめ定められた「サポート

保育実施園」を選択しない限り、専門的なサポートを受けることがで

きない仕組みになっている。 

　　　　当事者がその他の園を選んだ場合、形式上「サポート児」としての

権利を失い、適切な支援が届かないという「選択による不利益」を生

んでしまっている。 

　　　　当事者がどの園を希望しても、その子の特性に応じたサポートが継

続して受けられる仕組みに改善すべきと考え、市の見解を伺う。
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 質　問　事　項 
 

№　３－２　

　実情に即した障がい児保育の運用と、制度の最適化について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（２）　「サポート枠」という制度自体の非効率解消と、柔軟な定員管理へ

の転換について 

　　　　現行の「枠」による管理は、受け入れの確実性を担保する一方で、

定員に満たない場合でも他の児童が入所できないといった「枠の硬直

化」による非効率を招いている。 

　　　　この「枠」という壁を取り払うことで、より効率的な定員活用と補

助金の適正な運用を可能にする制度の最適化を提案し、市の見解を伺

う。
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 質　問　事　項 
 

№　４　

　戦略的な「平和事業」の展開と推進体制の整備について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

　「非核平和都市宣言のまち」として、これまでの歩みを大切にしつつ、平

和事業を行事（点）から政策（線）へと昇華させる必要があると考える。 

全庁的な戦略を担う体制構築や、次世代へつなぐ式典のアップデートな

ど、未来に向けた新たな展開について市の見解を伺う。 

 

（１）　「平和祈念推進室（仮称）」の設置と組織横断的な体制整備につい 

　　　て 

　　　　各課に分散している平和施策を、「健康都市推進」同様の司令塔の

下で有機的に結び付け、都市の理念として戦略的に発信する体制が必

要と考える。 

　　　　平和都市として先進的な組織体制を持つ他市の事例も参考に、組織

横断的に平和施策を推進する「平和祈念推進室（仮称）」の設置を検

討のそ上に載せるべきと考え、体制強化についての見解を伺う。 

 

（２）　「戦没者追悼式」の伝統継承と「非核平和都市宣言」を具現化する

施策への昇華について 

　　　　遺族への敬意と追悼の伝統を堅持しつつ、非核平和都市宣言の理念

を更に織り込み、次世代へ平和のバトンをつなぐ機会を広げることに

期待している。 

　　　　例えば「追悼式」と「平和祈念の集い」の二部制導入など、既存の

参加者を尊重しながら新たな市民参画を促す「本市独自の式典モデ

ル」へのアップデートを提案する。 

　　　　宣言の具現化に対する意義と、一体的な施策推進への見通しを伺

う。
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 質　問　事　項 
 

№　５　

自律的財政に向けた「企業版ふるさと納税」の戦略的展開と

パートナーシップ構築について

  

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

　本市の持続可能性（サステナビリティ）を高めるため、住民税流出への対

策と「稼ぐ力」の強化は喫緊の課題である。特に企業版ふるさと納税は、単

なる財源確保にとどまらず、市外事業者と本市との新たな共創関係を築く絶

好の機会と捉えられる。 

　他市の成功事例も参考に、企業と市が共に成長できる「ＷＩＮ－ＷＩＮの

パッケージ型提案」を庁内横断で準備し、市長自らが「本市のトッププロ

モーター」として直接魅力を売り込むトップセールスの展開を提案する。 

　市全体で掲げる「稼ぐ」という旗印を、具体的な寄附獲得や企業連携へ転

換する際の課題及び市長のリーダーシップを軸とした今後の戦略的展望につ

いて伺う。
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